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野村総合研究所（NRI）は、高齢化・人口減少に直面する日本社会・経済の再活性化、
製造業の未来戦略の立案、地方創生などのテーマに取り組んでいます。
こうした課題の解決に向けて、日本企業はデジタル化のインパク卜をどのように捉え、
活かしていけるのでしょうか。転換期における社会変革やビジネス変革に向けた
打開策のあり方を、NRIの気鋭のコンサルタントたちが議論しました。
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報がとれるようになって、パーソナルな移動
手段の共有化が進んでいきました。カーシェ
ア、ライドシェア、サイクルシェアなどと言
われます。それから乗り合いバスについて
も、ミニバンにオンデマンドで客が乗るよう
なサービスが米国で登場し始めています。つ
まり、これまで「保有」だったものが「利
用」に移ってきているという流れです。利用
者から見ると非常に多くの選択肢が増え、そ
れをモバイルの中で一つに統合してサービス
を提供しようというのが「MaaS」と言われ
るものです。実際にニューヨークでは、
Uberをはじめとするライドシェアはイエロ
ーキャブの 2 倍ほどの輸送実績があり、無視
できないサービスになってきています。

その背景にあるのは道路交通や物流の非効
率さです。もともと乗用車というのは、実は
98％が非稼働の時間なのです。人手不足も話
題になっている物流の営業用トラックです
ら、スペース利用の割合で見ると、実は 6 割
ぐらいが埋まっていない状況で走っていま
す。さらに、都市の中のスペースの 4 割ぐら
いが、自動車のための道路と駐車場に使われ

Ⅰ	交通とデジタルトランス
	 フォーメーション

小谷　こちらにいらっしゃる 4 名のNRIのコ
ンサルタントの方々に、それぞれの専門分野
におけるデジタルトランスフォーメーション

（DX）の影響について、詳しく、分かりやす
く伝えていただきたいと思います。まず、村
岡さんからお願いします。
村岡　私は15年ほど運輸セクターのコンサル
ティングを担当しているのですが、交通のデ
ジタル化という流れの中で、この 1 年間、

「Mobility as a Service（MaaS）」という言
葉が非常に注目を浴びています。もともと運
輸業というのはサービス業の一つなのです
が、何でいまさら「MaaS」と言われるのか
についてあらためて紐解いてみたいと思いま
す。図 1 のように、移動手段というとこれま
で、「マストランジット」という公共交通機
関によるサービスと、自動車や自転車などを
個人が保有する「パーソナル」という 2 種類
があったのですが、デジタル化の進展でスマ
ホが皆さんのお手元にあり、そこから位置情

図1　交通に起こっている変化

マストランジット パーソナル（保有）

オンデマンド・
マイクロトランジット

パーソナル
（シェアリング）

Mobility as a Service （MaaS）
● 実質的には分割されたサービスを仮想的に
一つと見なす概念

● MaaSの存在により最適な移動を実現可能
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ための電車の時刻表に合わせて家を出るとい
う世界なのですが、オンデマンド交通が実現
しますと、自分の都合に合わせて予約できる
移動手段が登場するということです。

宅配便も、今は 2 時間単位で配達時間の指
定枠がありますが、逆に荷物を受け取るため
に 2 時間も待たなくてはいけない。これは、
現在の宅配便会社のオペレーション上、 2 時
間の枠しか指定できないからです。しかし、
アスクルが運営している「LOHACO」のサ

ています（図 2 ）。このような事実を踏まえ
て、自動車はもっと効率的に使えるのではな
いかということが米国や欧州で議論になり、
MaaSが広がってきているのではないかと思
います。

あらためてMaaSや交通のデジタル化とい
う分野において、どのような変化が起こるか
というと、それは「交通のオンデマンド化」
ではないかと私は理解しています。

現在のわれわれの生活というのは、通勤の

●モデレーター

小谷真生子 氏（こたにまおこ）

BSテレビ東京・日経プラス10メインキャスター
日本航空を経て、NHKのキャスターに。1998
年からテレビ東京「WBS（ワールドビジネス
サテライト）」のメインキャスターを16年間担
当。2014年よりBSテレビ東京「日経プラス
10」のメインキャスターを務める

●パネリスト

村岡洋成（むらおかひろしげ）

野村総合研究所（NRI）グローバルインフラコ
ンサルティング部 上級コンサルタント
運輸、流通、不動産などを中心に、事業戦略立
案、新規事業開発や、海外展開支援、M&A支
援のプロジェクトに多数参画。現在は運輸・物
流分野を対象に、サービスイノベーションや
DXを支援するコンサルティングに従事

●パネリスト

石綿昌平（いしわたしょうへい）

野村総合研究所（NRI）アナリティクス事業部
長 上席コンサルタント
ICT・メディア業界を中心に、経営戦略、事業
戦略、新規事業立案・実行支援、産業政策立案
支援をテーマとするプロジェクトに参画。NRI
の人事・組織開発の実行部門を経て、デジタル
変革やアナリティクス支援を先導

図2　無駄の多い現在の道路交通・物流

乗用車

営業用トラック

非稼働時間
都市内の

自動車のためのスペース

98%
（2015年度）

60%
（2016年度）

43%

未稼働スペース

出所）国土交通省「全国都市交通特性調査」「自動車輸送統計年報」「都市計画基本問題小委員会（第5回）資料」より作成
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実際にWhimを使ったときのイメージを絵
に起こしたものです（図 3 ）。オンライン上
の旅行エージェントで予約したホテルが
WhimのMaaSのアプリと連携しているので、
タップを 1 回するだけで、ヘルシンキの空港
に着いた瞬間にホテルまでどうやって行けば
よいかという画面に移ります。さらに、この
チケットのマークがあるところをタップする
と、チケットも買えてしまいます。モバイル
アプリの中で目的と移動手段を組み合わせ
て、次の予定はこれなので移動はこうすれば

ービスですと 1 時間単位で指定できる上に、
配達当日は事前に30分単位で、最後は配達10
分前にお知らせが届きます。そうすると、荷
物が届くまでほかの用事ができるので、生活
に余裕ができるという点で、一種のオンデマ
ンドといえるでしょう。

同様に移動サービスというのも、これまで
はA地点からB地点まで切符を買うと160円と
か、カーシェアリングを 2 時間利用すると
1200円（15分当たり150円）といったよう
に、ある意味で時間単位のプライシングだっ
たのですが、今注目を集めているヘルシンキ

（フィンランド）のWhimというサービスは、
MaaSの世界で先頭を走っているといわれて
います。たとえば、同サービスのアンリミテ
ッドプランでは月額499ユーロを払うと公共交
通機関は無制限で利用可能、タクシーも 5 km
圏内は無制限、カーシェアも使い放題、サイ
クルシェアも使い放題となっています（表
1 ）。これは何を表しているかというと、自
由な移動サービスというものを都市に住んで
いる方に買っていただくということです。

●パネリスト

吉田純一（よしだじゅんいち）

野村総合研究所（NRI）デジタルビジネスデザ
イン部 上級システムコンサルタント
不動産業を中心に、企業の情報システムにかか
わるコンサルティングやシステム開発プロジェ
クトに従事。全社システムデザインに加え、デ
ジタルマーケティングや、AI・IoTなど新技術
の活用に精通。多数の顧客のDXを支援

●パネリスト

重田幸生（しげたゆきお）

野村総合研究所（NRI）グローバル製造業コン
サルティング部 上級コンサルタント
電機・機械関連の製造業やエネルギー産業を中
心に、事業戦略立案や新規事業開発、ポートフ
ォリオマネジメント、M&Aなどをテーマとす
るプロジェク卜に参画。近年は、DXに関する
プロジェクトを多数実施

表1　Whimの料金体系（ヘルシンキ）

料金 Whim Urban Whim Unlimited

月々の支払い 49€ 499€

公共交通機関 無制限 無制限

タクシー
（5km圏内） 10€／回 無制限

カーシェア 49€／日 無制限

自転車 無制限＊ 無制限

＊ 30分制限あり、無制限対象
出所） MaaS Global Whim Webサイトより作成
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くるのですが、本当に需要に合ったサービ
ス、ニーズに合ったオンデマンド化の実現に
は結構まだまだハードルが高いのが現状で
す。これをどう実現していくかというのが、
これからの課題です。

ベンチャー企業や自動車メーカーもこうし
た新しいサービスに取り組んでいるのです
が、この動きを企業はどのようなチャンスと
して活かせるか、という観点から少し整理し
てみました。

1 つ目は「オペレーションエクセレンス」
という世界があります。オンデマンド化のケ
ースに近いもので、米国の宅配便会社のUPS
は10年間かけてドライバーのルートを自動で
設定するORIONというシステムを開発して
きたのですが、これは大量のデータがあって
初めて実現したものです。たとえば配達中に
突然、あるビルから荷物を出したいという人
がいた場合に、その人のところに寄るために
はこのルートに変更するという手配（「ダイ
ナミックルーティング」と呼ばれています）
をデジタル技術も使って実現したのです。

いいです、ということをアプリがサジェスチ
ョンしてくれます。たとえば、最寄り駅が混
雑しているのでタクシーを使ってみては、と
か、近くにお友達がいるのでミーティングが
早く終わったら寄ってみてはどうですか、と
いった、いわばバトラーのようなサービスま
でも、目的と移動手段をセットにして可能に
なってきています。これは、カーナビを提供
している会社も考え始めているところです。

交通のオンデマンド化におけるもう一つの
ポイントというのは、固定ダイヤのマストラ
ンジットと、使いたいときに使うカーシェア
とかサイクルシェアみたいなものとの間を埋
めるような交通機関のサービスについて、い
ろいろと実験が進んでいることです。米国で
も、10人乗りぐらいのバンが予約した時間に
来てくれるというサービスがあるのですが、
ある実証実験では 1 年で利用者が1400人だっ
たというケースがあります。つまり 1 日 4 人
ぐらいの利用しかなかった。この中間を埋め
るというのは、できそうで非常に難しいもの
があります。従って、サービスは細分化して

図3　Whimの画面イメージ

● 次の予定は……
● 天気が悪くなりそうなので早く出発
した方が？

● 最寄駅が混雑しているので、タク
シーで移動してみては？

● 近くにご友人がいるので立ち寄って
みては？

15：44  急行列車
16：18  ××××××××××

現在のあなたのトリップ目的地を入力してください
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ちの方は、ローンと保険と税金を除いて年間
10万円以上の維持費がかかっています。また
都市の面積の15％から18％程度が実は駐車場
で占められています。さらに言うと、国土交
通省の分析によれば、渋滞で約280万人分の
労働力に相当する時間（年間約50億人時間）
が日本では無駄になっています。こうしたこ
とを都市レベルで、オンデマンド化によって
解消していく必要があります。MaaSを活用
することで個人が自動車を保有しなくてよい
とか、都市部に駐車場が必要なくなる、渋滞
を避けて移動できるようになるということを
実現していくと、交通だけではなく都市のラ
イフスタイル全体を変えることにつながって、
それをどうマネタイズするかについて議論し
なくてはなりません。一例を挙げると、米国
ではUberと公共交通を月間100ドル分使える
という賃貸住宅が実現されています（図 4 ）。

2 つ目は「ライフスタイルデザイン」で
す。自社のサービスが本当にユーザーのため
になっているかどうかを、ユーザーのライフ
スタイル全体をデザインしていく中で考える
というものです。こうしたことを、交通のオ
ンデマンド化という中で検討していくべきだ
と思っています。先ほどのケースのように、
ホテルを予約すれば同時に移動手段も分かる
といったことです。これまで移動と宿泊はバ
ラバラだったのですが、それらを一体にする
ことで、空港で迷わずに済むといったような
体験を、どのようにデザインできるかがポイ
ントになってくると思います。

3 つ目は「都市デザイン」です。MaaSと
いうのは、実はまだビジネスとして十分な利
益が出ているわけではありません。それを利
益に結びつけるには、消費者余剰から考えて
いく視点が重要です。たとえば自動車をお持

図4　都市単位での消費者余剰のマネタイズ

自動車の保有コスト
年間117,600円
＋ローン・保険・税金

自動車を持たない住宅
賃貸住宅
＋

Uber＋公共交通
（月間100ドル）

パーソナルな移動空間の活用

睡眠できる

テレビ・映画を観られる

仕事ができる

期待していない

自動運転に期待すること（％）

12

9

6

24

都市に占める駐車場面積
都市の
15～18％相当

渋滞により損失
年間約280万人分の
労働力相当

P

P

出所） 一般社団法人日本自動車工業会「2017年度乗用車市場動向調査」、国土交通省「都市計画基本問題小委員会（第5回）」資料、「平成30年版首都圏
白書」より作成
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てきています。そのため、他社に乗り換えら
れないように、継続的に自社製品を購入して
もらわなくてはなりません。

一例を挙げると、建物の寿命は約50年と言
われていますが、空調設備の寿命は15年ほど
とされています。計算すると、だいたい更新
需要が7割を占めるようになってきます。ま
た、消耗の激しい鉱山で使われるタイヤは、
鉱山機械が10～15年もつのに対して、タイヤ
は 1 年から 2 年で交換するようなこともある
と聞いています。そうすると、更新需要は 8
～ 9 割に達します。つまり、更新需要をどう
やって獲得するのかが、製造業にとって非常
に重要な命題になってきます（図 5 ）。

そうなると、製造業のビジネスモデルも変
わってきます。これまでは単なる売り切りで
したので、ある製品を 1 個100円とか 1 万円
とか100万円という固定料金で売っていたの
ですが、こちらも「aaS化」が進んでいます

（図 6 ）。たとえば、ダイキンと三井物産が合

小谷　MaaSのサービス内容が具体的にまだ
よく分からないのですが、目的と移動手段の
統合とはどのようなものをイメージすればよ
ろしいでしょうか。
村岡　たとえば、米Uberが「Uber Health」
というサービスを始めています。これは医療
機関向けのアプリケーションや医療機関が使
えるAPIを公開していて、患者さんが次の診
察を予約したときにUberを使った移動手段
も同時に予約ができるというサービスです。
実は米国では、診察を予約しても病院に来な
い人が30％ぐらいいるという調査結果もあっ
て、これは結構な無駄です。こうした無駄を
解消することを、移動手段の提供という形で
実現していくといった考え方も生まれてきて
います。

Ⅱ	製造とデジタルトランス
	 フォーメーション

小谷　次に参りましょう。製造のデジタルト
ランスフォーメーションということで、重田
さん、お願いします。
重田　私も15年間、製造業一筋でコンサルテ
ィングをしております。ここ 4 、 5 年は製造
業の方々とデジタル化による変化を一生懸命
議論しておりまして、その成果の一部を本日
ご紹介させていただきます。

まず、これまで日本の製造業の成長という
のは、中国への進出、インドへの進出、そし
て次はアフリカへの進出といった具合に、成
長する新興市場への進出という形で進めてき
ました。しかし、こうした新興市場も徐々に
成長が鈍化し、市場が成熟していって、新規
需要の開拓というより更新需要が中心になっ

図5　新規需要と更新需要

建物寿命（約50年）

空調寿命
（15年）

空調寿命
（15年）

空調寿命
（15年）

更新需要（70%）

鉱山機械（10～15年）

タイヤ
（1～2年）

タイヤ
（1～2年）

タイヤ
（1～2年）

更新需要（80～90%）
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いています。横軸がいわゆる「サプライチェ
ーン」で、部品を購入して生産計画を立て、
生産し、物流の後、販売するという流れで
す。ここで強調したいことは、それぞれの場
からデータをきちんと集めて、顧客が買いた
くなるとか、顧客の悩みを解決する製品を作
っていくという製品規格に落とし込むところ
と、ここでこれだけ使われているのであれ
ば、更新需要がこれだけ発生しそうだからこ
ういうふうに生産計画を立てようといったよ
うに、サプライチェーンの中の生産計画へ反
映させることが重要だということです。自社
のビジネスの中で収集できる顧客データをし
っかりと反映させて、ハードウエアを含めて
価値を高めていかなければいけないと思って
います。

ただし、家電だったらOEM・ODM生産と
いうのがありますので、製造業の事業戦略と
しては他社よりも早く安く大量に物を効率的
に作ることを付加価値として訴求することも
できます。これも製造業の一つの生きる道で
す。

もう一つは、BtoCだったら顧客に愛着を
持ってもらえるような製品やビジネスを構築
していかないと、なかなか高い付加価値を維
持できないと思っております。

では、そのために何が必要なのかというこ
とですが、われわれが特に重要だと思ってい
るのは「プライシング」です。これまでの製
造業は、「コストを積み上げていって、これ
だけの利益を上げたいから価格はこうしよ
う」とか、あるいは「サムスン電子はこうい
うテレビを出し、フィリップスがこういうテ
レビを出しているから、機能を比較するとこ
のぐらいの価格でいけそうだ」という競合比

弁で立ち上げたAir as a Serviceという会社
は、空調機器を売るのではなく、空調を使っ
てもらうことに対して料金が発生するという
ビジネスモデルで運営しています。つまり顧
客が使った分だけ、製品が価値を生み出した
分だけに課金することによって、顧客と継続
的な関係を作っていくことを模索していま
す。

製造業もIoT（Internet of Things：モノの
インターネット）の分野で膨大な実証実験を
繰り返しているので、デジタル化の効果とか
効能とかに対しての理解が進み、今度はこれ
をどうやってビジネスに活かしていくのか、
という次のステージに移っています。それは
データを活用したビジネスへの転換にほかな
りません。

図 7 の左側は、縦軸が製造業の「エンジニ
アリングチェーン」という、研究・開発から
生産準備、生産に落とし込むまでの流れを描

図6　製造業の主な課金モデル

ストックビジネス型課金

固定料金
（売り切り）

● 一般的製造業

● 公共料金、通信料金
● クラウドサービス
● MaaS、AaaS、TaaS＊1

● ESCO / EMS＊2

● デジタルマーケティング
● ヘッドハント、M&A助言

従量課金
（使った分だけ）

成果報酬
（成果に応じて）

*1）MaaS：Mobility as a Service
AaaS：Air as a Service
TaaS：Tire as a Service

*2）ESCO：Energy Service Company
EMS：Energy Management Services
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ジタル資本主義が進展することで製品のプラ
イシングを下げなくてはならなくなった、と
おっしゃっていました。すると企業として
は、付加価値をどのように上げていくかとい
う作業に移行していくわけですね。
重田　そうです。作った製品を顧客にそのま
ま渡してしまっては生産者サイドが利潤をと
れないという状態になりますので、顧客が納
得する適切なプライシングにすることが重要
です。

図 9 に、スイスのねじメーカーBOSSARD
という会社の例を挙げています。鉄道会社な
どの顧客の活動を見ていたら、ねじを締める
前にグリースを塗っていることに気づきまし
た。顧客にとっては、ねじにグリースを塗る
手間と、グリースを塗った後、掃除する手間
など、多くの負担がかかっています。そこで
同社は、グリースを塗布した状態でねじを供
給することにしました。そうなると顧客の手
間が 1 つ削減できるので、その辺りが付加価

較法でのプライシングが中心でしたが、これ
からは、「これを導入することによって顧客
にどれだけの価値を作ったのか」に対応した
プライス設定をしていく必要があると思いま
す（図 8 ）。
小谷　先ほど此本さんが基調講演の中で、デ

図7　製造業におけるデータの活用

製造業におけるデータ活用の構図 製造業の将来
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図8　製造業の主なプライシング手法
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て試算して顧客と合意していくのかというと
ころで悩んでいるのではないかと思います。
たとえば、KUKA注というドイツの多関節ロ
ボットのメーカーは、SmartFactory as a Ser-
viceというサービスを使った分だけ、ロボッ
トが作業した分だけ課金するというビジネス
をしています。これを使ってどれだけ工数が
減ったのか、どれだけ価値を生み出したのか
ということを顧客と合意するために、フィン
ランドのベンチャー企業に、Visual Compo-
nentsという製造工程を3Dで可視化するツー
ルを作っている会社があるのですが、ここを
買収して顧客との合意形成のツールに使って
います。
石綿　要するに、「このツールを導入すると
10億円のコストダウンになるので、そのため
に 5 億円払ってもいい」というような、価値
を「可視化」することが重要です。
重田　そうです。デジタルの中でシミュレー
トする手段を持つべきではないかというのが

値となって適切なプライシングができるよう
になり、製造業としては比較的高い約12％の
営業利益率を維持しています。このように、
顧客としっかりと価値を合意してプライシン
グに反映していく「バリュー・ベースド・プ
ライシング」という手法があるので、製造業
としてはこうしたことを推進していくことが
大切です。

図10は、製造業のビジネスモデルの進化と
価値取り込みの手順の関係を示したもので
す。製品を売って売上を上げ利益を獲得して
いくという従来のモデルが一番下の「価値回
収」レイヤーになり、ここにはセンサーとか
アクチュエーターという部品が該当します。
しかし製品だけだとなかなか売りにくくなっ
ているので、サービスとかソリューションを
加えて、顧客により的確に訴求するように

「価値創出」して提供しなくてはならないの
ですが、多くの製造業が現在いるのが真ん中
の「価値試算」レイヤーで、価値をどうやっ

図9　BOSSARDのバリューベイストプライシングの事例
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はもはやコンピュータの固まりです。図11
は、中国の深圳にあるテンセントという企業
の本社ビルです。ツインタワーで50階ぐらい
の巨大なビルですが、中にはセンサーが張り
巡らされていて、そこで取ったデータをデー
タセンターの中にため込み、建物の中で誰が
どのような行動をしているかといった情報が
すべて見えるようになっています。食堂がい
つ混んでいるとか、今、どの会議室が空いて
いるといった情報が可視化されて、利便性も
上がっています。

一方、わが国に目を向けるとどうでしょう
か。住宅に関していえば、これから人口が減
っていきますので、新設住宅着工戸数もどん
どん減っていきます。NRIでは、現在約90万
戸台ぐらいの新設住宅着工戸数が、2030年に
は 3 分の 2 の60万戸ぐらいまで減るのではな
いかと予測しています（図12）。

そうなると、不動産会社やハウスメーカー
は非常に大きな打撃を受けますので、売り切

最後のご提案になります。

Ⅲ	不動産とデジタルトランス
	 フォーメーション

小谷　それでは、吉田さんに参りましょう。
不動産とデジタルトランスフォーメーション
についてプレゼンテーションをお願いしま
す。
吉田　ITの使い方は年々変わってきていま
す。昔はいわゆるバックオフィス、事務処理
にコンピュータを使うというのが一般的でし
たが、2000年頃からインターネットが登場し
てきて、顧客とのやりとりが次第にITに置
き換わったというのがこの20年ぐらいのトレ
ンドです。最近はもう一段潮目が変わって、
IoTやAIといった新しい技術が成熟してきま
したので、顧客接点だけではなく製品やサー
ビス自体がITになってきています。

不動産業界に目を向けると、最先端のビル

図10　製造業にとってのビジネスモデル進化と価値取り込みの手順

製
造
業
に
と
っ
て
の
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
進
化

価
値
取
り
込
み
の
手
順

価値創出

価値試算

価値回収

サービス・
ソリューション

コントロール ・
ソフトウエア

機器・センサー・
アクチュエーター

DURR（デュル）
自動車塗装設備

KUKA
多関節ロボット

顧客価値シミュレーター

シーメンス
総合電機

塗装工程受託
（1台当たり課金）

SmartFactory
as a Service

省エネサービス
設備管理

iTAC.
MES.Suite

Visual
Components

ビル計装・
BIM（Bentley ）

塗装設備 多関節ロボット バルブ、センサー、
アクチュエーター



35パネルディスカッション「デジタルトランスフォーメーション時代に日本企業がとるべき事業戦略とは」

デジタルトランスフォーメーション時代に日本企業がとるべき事業戦略とは

供していく業界に変わっていくのではないか
と思われます。

こうなってきたときに、最初に申し上げた
不動産がデジタル化しているということが意

って終わりではなく、マンションや戸建てを
買っていただいた方に末永く別のサービスも
使ってもらうような、ストックビジネスに移
行していかなければなりません。

実際、総務省の「家計調査」の数字を見て
も、持ち家を所有している平均的な家庭で、
住宅そのものに関する支出は月に約 5 万円で
すが、家の「中」で使っているものにかかる
金額はそれよりはるかに多くて約12万円、交
通費や被服費のような家の「外」でかかる金
額は約15万円です。不動産業界はこれまでこ
の 5 万円のみを相手にしていたのですが、家
の「中」や「外」の消費の方が市場ははるか
に大きいのです（図13）。

このことから不動産のaaS化を考えていく
と、これまで住宅業界は快適な家を作って売
る業界だったわけですが、家にとどまらず、
家の中で暮らす生活全般をサービスとして提

図11　テンセント本社ビル

図12　新設住宅着工戸数の実績と予測
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えばセンサーに関する知識や、そこから収
集・蓄積したビッグデータをどう活用してい
くか。そういう技術を不動産会社がどのよう
にして獲得できるのか、という課題です。も
う 1 つは、仮にそれができたとしても、住宅
を購入した人に食事や医療などの暮らしに関
するサービスを提供していこうとすると、不
動産業界以外の人たちと組んでいかなければ
ならない。こうした、デジタルの壁と他業界
とのサービスの壁を越えるために、異分野と
いかに協業していくのかというのが重要な論
点になるのではないかと私は考えています。
小谷　具体的に考えられるサービスには、ど
のようなものがありますか。
吉田　たとえば、飲料水や洗剤といった、い
わゆる低関心消費財といわれるものについて
は、マンションの中で提供してしまう。管理
費に含めて提供していくというようなサブス

味を持ってくるわけです。住宅やオフィスビ
ルの中にセンサーがあり、ユーザーが各種サ
ービスを利用した情報が集まってきます。こ
の情報を分析することで、新しいサービスを
生み出したり、あるいは同じサービスでもち
ょうどよいタイミングで提供したりと、デー
タを収集していくことでより高度なサービス
ができるようになります。この状況はスマー
トフォン（スマホ）によく似ていて、スマホ
上のECサイトから買物をしたり、あるいは
YouTubeなどでコンテンツを閲覧したりと、
スマホがサービスへの窓口になっているので
すが、実は同時に利用情報が収集されている
わけです。今後は住宅やオフィスビルがスマ
ホと同じような機能を持っていくことになる
と思われます。

しかし、実際そうなるためには 2 つのハー
ドルがあります。 1 つはデジタルの壁。たと

図13　家計における不動産支出と不動産以外の支出
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なりました。図14の「サブスクリプション」
と書いてある部分です。

図14は、此本が基調講演で使用したものと
同じグラフですが、少し違うところがありま
す。右上の部分に、此本が使用した図では

「消費者余剰」と書かれていたのですが、私
はここを「ライブ」と修正しております。こ
の市場規模は最近ものすごく増えています。
ただし、ライブの鑑賞料だけでなく、そこで
売られているグッズなどの売上高も含めた数
字なのですが、いずれにしても増えていま
す。 4 、 5 年前はライブ市場というと1000億
円あるかないかだったのですが、最近では
3000億円程度まで増えてきていて、ライブと
音楽配信とサブスクリプションを全部合わせ
ると、音楽市場全体は伸びています。一度は
デジタルディスラプション（デジタルによる
破壊）が起こったのですが、再び伸びている
という非常に示唆に富む状況になっています。

これはどういうことかというと、私は
Entertainment as a Serviceという言い方を
しています。音楽を聴くスタイルにはいろい
ろありますが、ライブに行くのは、そこでア
ーティストと一体感を持ちたいとか、周りの
人々と一緒に楽しみたいという「共感」が主
だと思います。このような体験形態を取りそ
ろえることが、消費者余剰を取り込む上で重
要だと理解しています。

すると、何が必要なのでしょうか。図15に
「エージェント」という言葉が出てきていま
す。古くて新しい言葉ではありますが、これ
が非常に重要です。消費者にとって、今、い
ろいろな形の音楽コンテンツがあります。ラ
イブもあればCDもあり、音楽配信サービス
もあり、YouTubeに映像も流れています。

クリプション型でのサービス提供が考えられ
ます。
小谷　それらをAmazonで購入して宅配して
もらうのではなく、要するに生活必需品を丸
ごと不動産会社が面倒見ますよ、ということ
ですね。
吉田　そうです。マンションの同じフロアで
生活必需品が調達できれば、Amazonよりも
便利だと思うのです。ですから、まだもう 1
段も 2 段もユーザーが便利になる余地は残っ
ているし、それができる数少ない夢のある業
界が不動産業界ではないかと思っています。

Ⅳ	通信・メディアとデジタル
	 トランスフォーメーション

小谷　最後に石綿さんから、通信・メディア
のデジタルトランスフォーメーションをご説
明してもらいます。
石綿　私は長らく通信・メディア業界のコン
サルティングを担当しており、ここ数年はア
ナリティクスということで、業界にかかわら
ず、ビッグデータを活用して何ができるかと
いうテーマに取り組んでいます。

基調講演で此本が既に触れましたが、音楽
業界というのは、まさにデジタル化の進展で
業界が破壊された典型例です。ピーク時は
7000億円近くあった市場が、足元では2000億
円程度にまで縮んでしまったのです。音楽を
楽しみたいとき、昔は皆が複数の楽曲が入っ
た3000円程度のCDを買っていたのですが、
今は音楽配信サービスを通じて 1 曲単位で買
えるようになっています。さらに言えば、最
近ではストリーミングサービスのSpotifyな
どを活用すると、無料で音楽を聴けるように
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提供しています。
もう一つ、アーティスト側のエージェント

も進化しています。昨今のアーティストは、
かつてのようにテレビやラジオに出演して名
前を売ってCDを売ればよいということだけ
では済まなくなってきています。ライブをど
うするか、YouTubeの再生回数をどのよう
に増やすか、というのが非常に重要なポイン
トになっています。これに関しても米国にラ
イブ・ネーションという、マドンナが360度
契約したことで一躍有名になった企業がある
のですが、ここはまさに全方位のコンテンツ
で、アーティストの収益の最大化を狙ってい
ます。ライブ・ネーションも数年前は売上高
6000億円規模の会社だったのですが、現在で
は1兆円規模にまで成長しています。

次のキーワードは「最適化」です。音楽コ
ンテンツに関して、現在は非常に多様な商品

あまりにも多様化しているので、消費者はそ
れらをどのタイミングで、どう聴いたらよい
かがよく分からなくなっています。これを、
どのように最適に提供していくかということ
が非常に重要です。

Spotifyというと、ネット上で音楽が無料
で聴けるサービスという認識が一般的です
が、米国では実はライブのチケットの推奨も
しています。たとえば、英国のあるロックバ
ンドの曲を聞いていて「これ好き」というサ
インを出すと、「近くのアリーナでコンサー
トがありますよ」という情報がリコメンデー
ションされるようになっています。Spotify
の売上高は4000億円ぐらいですが、昨年米国
で誘引したライブの売上だけで100億円近く
になっています。2018年はさらに増えるとい
う話もありますので、まさにエージェントで
す。そういう形で、いろいろな共感の体験を

図14　音楽産業の市場規模推移
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提供がなされています。ネット上などで常時
聴くことができる楽曲は 4 万曲もあります
し、ライブもたくさん選択肢があります。何
万通りもの選択肢があるものについて、人間
ではもはや最適な提案ができようもありませ
ん。ここでAIが登場してきます。

最近、AmperというAIのソフトウエアが
できて、人間が作ったのと遜色のない楽譜を
作れるようになっています。ですから、楽曲
もAIが作って、スマートフォンを通して配
信して、お薦めの楽曲をAIがある程度判断
して選曲するといった、デジタルですべて完
結する世界になりつつあります。

Ⅴ	まとめ

小谷　最後に、各業界においてデジタルトラ
ンスフォーメーションを実現する上での課題
について、もう一度、パネリストの皆さんに
伺います。まず重田さん、お願いします。

重田　製造業のデジタルトランスフォーメー
ションの課題は、先ほども申し上げました
が、顧客の価値に応じたプライシングをして
いくことが非常に大事です。先日、フランス
の有名な大手電気機械メーカー、シュナイダ
ー社のバリュー・ベースド・プライシングの
プログラム・リーダーと議論したのですが、
やはり営業現場に落とし込もうとすると、営
業サイドから売り上げが下がるとか、顧客と
そうした折衝をするのが非常に大変だという
声が上がることで、なかなか社内に浸透して
いかないという課題を伺いました。

通信業界ではプライシングが古くから研究
されていて、先行事例が豊富にあるのではな
いかと思うのですが。
小谷　石綿さん、どうですか。
石綿　通信業界は今、定額プランが主流で
す。一昔前は 1 分幾らの従量制だったと思い
ます。その当時はアナログだったので、通信
回線を占有している時間に応じてコスト負担

図15　エージェントの必要性
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小谷　でも発想を変えて、しかも皆さんの利
便性をもっと高めることができたら、お財布
の紐は緩くなりますよね。
村岡　そうです。先ほど30％の人が病院に予
約しても来ないという話をしましたが、定額
制の移動手段を提供することで、通院する人
の割合を高めることができます。それだけで
はなく、人が移動すれば途中どこかでお金を
落としてもらう可能性があるのですから、公
共交通機関も利用者視点で、これまでとは少
し意識を変えて取り組んでいく余地があるの
ではないかと思っています。
小谷　各業界によって違うとは思いますが、
皆さんはデジタルトランスフォーメーション
に際して、何から着手して、着手する上では
どのようなマインドセットで向き合わなくて
はいけないとお考えですか。
吉田　顧客に何を提供したら喜ばれるかと
か、自分たちは顧客に対して何のサービスを
しているのかという話を、最初にしなくては
いけないと思います。デジタル化することで
より簡単にできるとか、より細かくできると
いうところに、やはり手段としてのデジタル
の意義があるので、不動産業界でいうと、自
分たちが売っている不動産が何のために買わ
れているのかとか、買った後どのように使っ
てもらっているのかというところに着目する
のが大事だという気がします。
村岡　各業界とも顧客ニーズについていろい
ろと想像を巡らせて創意工夫されているとは
思うのですが、交通も物流も、人が乗ってか
ら降りるまで、物を受け取ってから届けるま
で、といったような移動時間中のデータは豊
富にある中で、ではその先はどうしているの
か、どうなっているのかということになる

するという考え方は合理的であり、 1 分幾ら
というのが基本的な価格体系だったのです。
通信がデジタルになったのは20年ぐらい前の
話からであり、そこで定額料金という考え方
が出てきました。 1 分幾らで課金していると
利用者の負担が増えてしまうので、定額にし
て通信キャリアの長期的な顧客になってもら
おうというところがポイントになっていま
す。
小谷　吉田さん、それは不動産業界も同じで
すよね。
吉田　そうです。不動産業界はこれまで、住
宅を 1 棟売って幾ら売上があったとか、今月
何棟売りましたという価値観でやってきたの
ですが、これからはそうではなくて、住宅を
売ってからの 5 年間でほかの収入がどれだけ
あったかとか、顧客に住んでもらった後に何
か売上を上げたか、という形に会社や営業の
評価基準を変えなくてはいけないのです。同
じような課題が製造業でもあり得るのではな
いかと思うのですが。
重田　そうですね。今まではやはり売上、利
益が非常に重要でしたが、これからは顧客と
どのような関係を築いていくのか、顧客とど
れだけ緊密な関係を築けているのかというよ
うに、経営の指標を変えていかないといけな
いと思います。
小谷　村岡さん、交通の分野は付加価値を比
較的出しやすいのではないでしょうか。
村岡　公共交通機関の場合は、利用者全員に
距離で決まった同じ料金を課金しなくてはな
らないという、ある種の使命感に縛られてい
るところもあり、先ほど紹介した月額使い放
題のような発想のMaaSの先端サービスを打
ち出しにくいのが現状です。
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んかなり分かってきたのではないかと思いま
す。これからは、顧客の利用シーンに目線を
合わせたビジネスの設計まで含めて、顧客視
点でやっていくことが必要になってくると思
っています。

デジタル技術から入ると、それをどう使う
のかとか、何がいけないのかという話になり
やすいのですが、どうしたら顧客の課題を解
決できるのかという視点こそが重要です。そ
うすると顧客接点が非常に重要になってきま
すので、製造と小売のコンバージェンスと
か、領域の取り合いといったことが、今後ま
すます激しくなってくるのだと思います。
小谷　あまりBtoBばかりで考えてもいけな
いですね。
重田　はい。そうです。
小谷　BtoBの先にはCがある。そういう考え
方で物事を考えないといけないということで
すね。本日はどうもありがとうございまし
た。

注

現在は中国企業に買収されている

と、途端に分からなくなります。たとえば、
忘年会に寄っているのか、それとも病院に行
っているのか、こうしたことは自分たちのデ
ータだけでは分からないので、違うデータと
組み合わせなくてはなりません。そして顧客
が求めている移動手段として、たとえば忘年
会の後はタクシーではなくバスで帰りたい、
というニーズを発見するためには、いろいろ
な業種と連携しなくてはならないのです。
小谷　顧客が何を求めているかというところ
を、デジタル技術を活用して分析し、そのメ
ンタリティーを読んで、それに見合った価値
のサービスを提供するということですね。
石綿　手段と目的とが両輪となって、デジタ
ルによって両方進化していくということだと
思います。
重田　いかに今のビジネスの環境をより強固
なものにできるか、あるいは顧客が困ってい
るところに訴求する提案ができるか、課題解
決ができるか、という視点でデジタルを活か
す必要があります。ただし、これまではデジ
タルを使って何ができるのかも曖昧だったの
で、まだよく分からないけど試してみたとい
うステータスだったのですが、最近では皆さ


